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一、はじめに
　現代の英米契約法は、18 世紀末から 19 世紀中頃にかけて、大陸法、とり
わけフランスのポティエの影響を受け、契約の拘束力の根拠を当事者の意思
に求める意思理論 will theory を基礎として、判例法を体系化したことが始
まりであるとされている。そして、錯誤法理も同様に、この意思理論を前提
として、ポティエの見解を参考にして生成された、と言われている。
　それでは、英米契約法、とりわけアメリカ契約法は、なぜポティエの影響
を受けるに至ったのであろうか。また、ポティエの影響を受けたことで、錯
誤事件に対する救済方法及びその理論的根拠にどのような変化が生じたので
あろうか。
　以上のような観点から、本稿では、第一にアメリカ法形成時代における契
約法を論じ、第二に英訳されたポティエの錯誤理論を概説したうえで、第三
にアメリカ契約法における錯誤法理の継受について、学説・判例をもとに考
察することとする。
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二、アメリカ法形成時代とポティエ
1.　アメリカ法形成時代
（１）背景
　1776 年 7 月 4 日の独立宣言により、当時アメリカにあった 13 の植民地は
本国から独立して主権国家としての邦 state となり、それらが集まってアメ
リカ連合が形成された。さらに 1788 年には、合衆国憲法が成立することに
より、アメリカ連合は現在のアメリカ合衆国となった。
　アメリカ法の発展としては、1776 年の独立宣言から 1861 年の南北戦争勃
発までが一般にアメリカ法形成時代と呼ばれている。その間、独立宣言から
1820 年代頃まで、建国後の混乱の中でアメリカ法の形成は本格的に進行せ
ず、イギリス法の継受もままならなかった。その理由としては、開拓者たち
が「単純かつ自然的な正義（simple and natural justice）」の可能性を信じ、
専門的に訓練された裁判官や法曹によって運営される法や裁判に対する反感
があったことや、独立戦争の余波としてイギリス法を含むイギリス文化全体
に対する嫌悪感があったこと 1、さらには、アメリカ法の判例集や法律書が存
在していなかったことが指摘されている。
　しかしながら、そのような風潮も 1820 年代には収まることになる。アメ
リカ合衆国は 19 世紀半ばには大西洋から太平洋までの領土を持つことにな
るが、とりわけ 1812 年戦争（米英戦争）の終結後、西に領土が拡張するこ
とになる。それに伴い、内陸開発が進められ、市場社会へと急速に移行した。
道路や運河、鉄道などの交通・運輸手段が建設されることにより交通が発達
し、地域間分業が展開されることとなった。大西洋岸の北部では木綿工業を
中心として家内工業から工場制工業へと移行する産業革命が始動したのに対
して、北部の木綿工業に原料を供給した南部では綿花プランテーションが拡
大して資本主義的農業が発展していくことになる。西部では市場向けに農作
1　　例えばニュージャージー州やケンタッキー州では、法律によって独立戦争の日以後のイギリス
　　 における判例や法文献に法廷で言及することを禁止していた。Warren, A History of the 
　　  American Bar (Little, Brown, and Company, 1911, reprinted in 1990, William S. Hein & Co., Inc.,)232
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物・畜産物の生産が行われていたが、交通革命によって農業の商業化に拍車
がかかることとなった。このような社会的、経済的発展に対応してアメリカ
法独自の法体系を確立するため、1820 年代以降、専門法曹は自分たちが習
熟していたイギリス法を基礎として法を発展させていったのである 2。
　なお、イギリスでは 1873 年から 1875 年にかけて最高法院法によって、ア
メリカではニューヨーク州で 1848 年に成立したフィールド（民事訴訟）法
典を契機として、コモン・ロー裁判所とエクイティ裁判所が統合されたと言
われている。しかしながら、少なくとも 1820 年代のアメリカの複数の州裁
判所および連邦の最上級審裁判所では、すでに、コモン・ローとエクイティ
の両方を審理していた 3。したがって、アメリカにおいてはコモン・ローとエ
クイティを厳密に区別することは建国初期から困難であり、このことがイギ
リスよりも早くアメリカでコモン・ローとエクイティの融合が進んだ原因と
考えられている 4。
　以下では、アメリカ法形成に際してアメリカの法曹たちが参照したイギリ
スのコモン・ローがどのようなものであったのかについて、論じることとする。
2　　望月礼二郎『英米法 [ 新版 ]』（青林書院、1997 年）52 － 57 頁；G. ギルモア著・望月
　　 礼二郎訳『アメリカ法の軌跡』（岩波現代選書、1984 年）32 － 33 頁；水田義雄「アメリ
　　 カ法形成時代―ケント・アメリカ法註釋書成立まで―」早稲田法学 26 巻 1 号 1 頁以下
　　 （1950 年 ）；Warren, supra note  1 at 212； 東 川 浩 二『 ア メ リ カ 法 講 義 案 I』（ 信
　　 山社、2014 年）64 － 65 頁参照。社会的・経済的背景につき、和田光弘編著『大学で学ぶ
　　 アメリカ史』（ミネルヴァ書房、2014 年）89 － 114 頁 [ 森脇由美子 ]；有賀貞ほか編『世界
　　 歴史大系　アメリカ史 1 ―17 世紀～ 1877 年―』（山川出版社、1994 年）273‐288 頁 [ 清
　　 水忠重 ] 参照。
3　　同時代の注釈者である Anthony Laussat の 1826 年の著書 An Essay on Equity in 
　　 Pennsylvania によると、コネティカット州、ノースカロライナ州、イリノイ州、ジョージア州、
　　 オハイオ州、 インディアナ州、ケンタッキー州、テネシー州、およびアラバマ州では、第
　　 一審である正式事実審理裁判所に、コモン・ロー管轄権とエクイティ管轄権の両方が付与さ
　　 れていた。また、ニューヨーク州、メリーランド州、ヴァージニア州およびミズーリ州で
　　 は、エクイティ管轄権の一部が第一審である正式事実審理段階のコモン・ロー裁判所に委ね
　　 ら れ て い た。See, Antyony Laussat, An Essay on Equity in Pennsylvania,  (Robert Desilver, 
　　 1826) (Reprint  Edition 1972, Arno Press) Appendix, 153-157.
4　　See, Ricks, ‘American Mutual Mistake: Half-Civilian Mongrel, Consideration Reincarnate’, 58 　
　　 La. L. Rev. 633, at 732-733.
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（２）イギリスのコモン・ローによる大陸法の借用と契約法
① 大陸法の借用
　19 世紀初頭までのイギリスのコモン・ローは、訴訟における令状主義を
理由として理論的かつ体系的な説明はされておらず、多くの事例と個別の
ルールの集積によって成り立っていた。1790 年にジョン・ジョセフ・パウ
エル John Joseph Powell の『契約法および合意法に関する小論Essay upon 
the Law of Contracts and Agreements』によってはじめて、契約法の全領
域を体系的に説明することが試みられた。彼はその序文のなかで、本書の目
的を「簡潔かつ体系的な形で」「先例を示」し、かつ「それら先例を全体と
して比較し、それらの各々の一貫性、関係性および結果を比較することによっ
て、それらの判決が依拠した」「一般準則と原則を発見する」ことで、契約
法を支配している「原則に関する完全な知識を得ることによって適切かつ堅
固な基礎 ground-work を確立することである 5。」と記している。
　パウエルによる学術的な純理論的体系化の試みは、その後カミン Comyn
（1807 年）6、コールブルック Colebrooke（1818 年）7 やチッティ Chitty（初版
は 1826 年であるが、とりわけ 1834 年の第二版）8、リーク Leake（1867 年）9、
ポロック Pollock（1876 年）10、アンソン Anson（1879 年）11 等によって引き継
がれていくことになる 12。彼らはグロティウス Grotius やプーフェンドルフ
Pufendorf のような自然法学者や彼らに影響を受けたフランスの法学者であ
5　　John Joseph Powell, Essay upon the Law of Contracts and Agreements,  (Chamberlaine and
　　 Rice, 1790), at iv.　
6　　Samuel Comyn, The Treatise of the Law Relative to Contracts and Agreements Not under
         Seal, Vol.I(Butterworth,1807).　
7　　Henry Thomas Colebrooke, Treatise on Obligations and Contracts Part I, (Black, Kingsbury, 
　　 Parbury and Allen, 1818).
8　　Joseph Chitty Jun., A Practical Treatise on the Law of Contracts,  (S. Sweet, 1834).
9　　Stephen Martin Leake, The Elements of the Law of Contracts, (Stevens and Sons, 1867).
10     Frederick Pollock, Principles of Contract at Law and in Equity, (Stevens and Sons, 1876).
11     William R. Anson, Principles of the English Law of Contract,  (The Clarendon Press, 1879).
12     See, Simpson, ‘Innovation in Nineteenth Century Contract Law’ 91 L.Q.R. 247 at 250-254.
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るドマ Domat やポティエ Pothier によって示された法理論を借用すること
により、コモン・ロー契約法を理論的に体系化していった。とりわけポティ
エに関しては、かつてあるイギリス人の注釈者がポティエの契約法理論は「オ
ルレアン（フランス）と同様にウェストミンスター（イギリス）の法であ
る 13」と述べたほど、イギリスおよびアメリカのコモン・ローに多大な影響を
及ぼした。そして、コモン・ロー学者たちが大陸法の借用によって示した契
約法理論を、当時のコモン・ロー裁判官たちが用いて判決を下すことになっ
た。上記のような自然法学者自身もまた、後期スコラ学者たちから得た法理
論を借用して自らの法理論を展開しており、さらに後期スコラ学者たちもま
たアリストテレスやトマス・アクィナスの哲学に依拠して自らの法理論を展
開していた。したがって、19 世紀のコモン・ロー学者たちは幾重もの過程
を経て間接的にアリストテレスやトマス・アクィナスの哲学を前提とした法
理論を借用していたわけであるが、彼らはこれらの哲学をほとんど理解して
おらず、ただ漫然と自然法を拠り所にしていたに過ぎなかった。その結果と
して、彼らは大陸法理論をしばしば表面的に借用し、それらの元の意味をほ
とんど理解しないで自然法学者たちのフレーズを繰り返していたという 14。
② 契約法と意思理論
　18 世紀末に至るまで、契約（法）は財産法 Property Law －わが国でい
うところの物権法に該当する法領域－の一部として扱われてきたと言って
よいであろう。例えば、イギリス法全般を記述した最初の著作であり、ア
メリカ法の発展において多くの寄与をしてきたと評される 15 ブラックスト
ン Blackstone の『イギリス法釈義Commentaries on the Law of England』
13　　Sir W. Jones, Essay on the Law of Bailments  (4th ed. 1833, Maxwell, Stevens & Sons.) , 29.
14　　See, Gordley, The Philosophical Origins of Modern Contract Doctrine  (Clarendon Press, 
　　　1991) 134; Ricks, supra note  4 at 686-687; スティーブン・フェルドマン著・猪股弘貴訳『ア
　　　メリカ法思想史―プレモダニズムからポストモダニズムへー』（信山社、2005 年）79 頁参照。
15　　望月・前掲注 (2) 34 頁参照；see also, White, American Legal History(Oxford University Press,2014) 
　　　 117; Warren, supra note 1 at 224; 平良「アメリカにおけるコモン・ローの継受」法研 28 巻 3 号
　　　 23 頁以下（1955 年）26 頁参照。
武蔵野法学第 10 号
261（6）
（1765-1769 年）では、主として財産法 Property を扱う第 2 巻と、私人間の
不法行為 private wrongs を扱う第 3 巻のうち「人的財産に対する権利侵害」
と題する第 9 章の中で、契約が論じられている 16。とりわけ前者において、
契約は、特定物に対する権原の移転の方式として相続、売買、占有等の項目
の中に、分類されている。このような契約の位置づけから、ホーウィッツ
は、18 世紀のイギリスにおいて、契約は、契約の対象となった特定物に対
する権原を移転する機能を果たしてきた、と論じている（契約的交換に関す
る権原理論）。すなわち、18 世紀のイングランド社会には、広範囲にわたる
市場は存在せず、商品の一般的に代替可能なものとは考えられていなかった
ため、特定物に対する権原の移転方式の一つとして契約が財産法へ従属した
という 17。
　コモン・ロー上、契約は 16 世紀以降 19 世紀初頭にかけて、主として引受
訴訟において救済されてきた。契約は、（現代法でいうところの申込と承諾
の合致による合意と約因ではなく）約束と約因によって構成されてきた 18。
そこでは、約因は（捺印契約書等の方式を伴わない）不要式の約束を引受訴
訟で強制可能であるかを判断する基準として機能しており、定義され得る概
念というよりむしろ引受訴訟を制限するための技術であった。そして、その
約因の内容は、約束者が約束をしたときに考慮した要素や約束をするよう動
機づけた諸般の事情であり、より具体的には、金銭の支払いや結婚、不利益、
利益、反対約束、近親の家族構成員の自然的愛情、過去の金銭債務、そして
遺言執行者や遺産管理人による遺産の占有等であった 19。クリストファ・セ
16　　2 Blackstone, Commentaries  440-70; 3 id. 154-66.　
17　　See,  Horwitz, ‘The Triumph of Contract’ in The Transformation of American Law, 1780-
　　   1860  (Harvard University Press, 1977)  162-163（ホーウィッツ著・木下毅訳「現代契約法
         の歴史的基礎（１）」アメリカ法［1975 － 2］198 － 199 頁参照。）.
18　　See, Simpson, supra note  12 at 257-258; Atiyah, The Rise and Fall of Freedom of Contract 
　　  (Clarendon Press, 1979) 139.
19　　See, Farnsworth, United States Contract Law Revised Edition (Juris Publishing, 1999) 22;
　　   Zimmermann, The Law of Obligations Roman Foundations of the Civilian Tradition  
        (Clarendon Press, 1996) 554; Gordley, supra note  14 at 137-138; Ricks, supra note  4 at 
　　   695-697; Atiyah, supra note  18 at 139.
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ント・ジャーマンの『神学博士とイングランド法学徒の対話』（1530 年）の
中で、約因に関する最初期の説明がなされている。「約束が法に反しない場
合に、一定の約因に基づいてある者に対してなされた約束・・・について。
B が A にこのような家屋を作り、又はそのような物やそのような類似する
物を貸与したために、A が B に XX li を与えることを約束する場合のように、
彼は彼の約束を守るように義務付けられていると私は考える。しかし、彼の
約束が裸のものであるために、なぜそれがなされたのかという約因の方法が
ない場合、彼はそれを履行するように義務付けられないと私は考える・・・ 20」
以上から、契約法は約因のためになされた約束を強制することに関する法で
あったといえよう 21。
　さらに、18 世紀の契約理論が 19 世紀以降のそれと根本的に異なる点は、
18 世紀の契約理論が典型事例として想定していたのが一部履行契約（既履
行契約）であったのに対して、19 世紀以降のそれは完全未履行契約である
ことにある。すなわち、18 世紀においては、利得の受領により、又は合理
的な信頼のある行為の結果として契約上の義務（債務）が生じると考えられ
ており、そのため、契約の一部履行がない場合、未履行契約の法的拘束力は
否定されていた 22。18 世紀後半のイギリス、および南北戦争後のアメリカで
は、国家的規模の商品市場が出現し始め、市場では商品は代替性のあるもの
として考えられるようになった。それに伴い、契約法の機能も、特定物に対
する権原を移転するという機能から、将来の反対給付を確保するための機能
へと転換することとなる 23。すなわち、18 世紀末から契約は将来の履行のた
めに意図的に結ばれた関係として考えられるようになり、未履行契約を典型
事例として扱う法準則が必要とされた。そのため、契約責任は、当事者らが
20　　Second Dialogue, Ch.24 (William Mauhall ed.; Robert Clarke & Co, 1874) 176.
21　　See, Perillo, ‘Robert J. Pothier’s Influence on the Common Law Contract’, 11 Tex. Wesleyan L.
　　   Rev. 267(2004-2005), at 277.
22　　See,  Atiyah, supra note  18 at 142, 419, 446; Horwitz, supra note 17 at 169-170（ホーウィッ
          ツ・前掲 (17)210 － 213 頁参照。）.
23　　See,  Horwitz, id . at 161（ホーウィッツ・前掲注 (17) 196 － 197 頁参照。）.
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実際に何かを行った結果ではなく、合意や約束の交換という単なる事実か
ら生じることとなり、契約当事者の意思に帰することとなった。また同様
に、どのように契約が締結されたのかを決定するための法準則も必要とな
り、その結果、契約の成立における申込と承諾の法準則が求められるよう
になった 24。このような中で、18 世紀末から 19 世紀初頭にかけて、契約法
においては旧来の交換の権原理論と意思理論が共存することとなり 25、その
後、次第に契約を相互の同意や合意によって定義する方法が、標準的に用い
られることになった。さらに、18 世紀において土地は社会的地位と政治的
権力の基盤であったが、19 世紀には土地は他と同様に商品と扱われるよう
になり、その結果、社会における法の比重は財産法から契約法へと移行する
こととなった 26。
　意思理論は、1790 年のパウエル以降、論じられることになる。彼は契約
の基本的な要素を「第一に当事者、第二に同意、第三に形成され、あるいは
解消されることになる債権債務関係 27」としており、「それ [ 契約や合意 ] に
よって拘束されることになる当事者が、規定される如何なるものに対しても
同意するということが、契約や合意の本質である；なぜならば、そうでな
ければ、債権債務関係は契約され得ず、付随する権利は生じ得ないからであ
る 28」と説明している。また、カミンは 1807 年の彼の体系書のなかで、「契
約とは、行為を差し控え、又は合法的な行為を行うという、契約能力のある
二人以上の者の間の、有効な約因に基づく、口頭又は印影のない書面におい
て任意でなされた取引や合意であると定義される」としたうえで、合意を「意
思の合致 aggregatio mentium、すなわち、なされた若しくはなされること
になっているものについて二人以上の意思 mind が結合するとき、又は特定
24　　See,  Atiyah, supra note  18 at 405-406, 446.
25　　See, Horwitz, supra note 17 at 181（ホーウィッツ著・木下毅訳「現代契約法の歴史的基礎
          （2・完）」アメリカ法［1976 ‐ 1］26 頁参照。）.
26　　Atiyah, supra note  18 at 398, 400.
27　　Powell, supra note  5 at Introduction sec. vii.
28　　Powell, supra note  5 at Of the Assent to Contracts or Agreements, and the Power residing 
　　   in different Persons, as moral Agents, to bind themselves and others, sec. 9.
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の行為をし、若しくはしないことに対して相互的同意が与えられた場合であ
る」と説明している 29。このような説明は 1818 年のコールブルックによって
踏襲されることになるが 30、彼はその説明においてドマや学説彙纂、カミン、
そしてポティエに言及している 31。
　コモン・ロー学者にとって、契約を同意や合意によって定義することのみ
ならず、そもそも契約を定義すること自体が革新的であった 32。また、契約
を同意や合意によって定義することにより、契約の効力否定原因の一つであ
る錯誤が理論上大きな役割を担うこととなるが、錯誤に関して広範囲に議論
され始めたのは、意思理論の導入よりも遅く、アメリカでは 1836 年出版の
ストーリーの体系書（後述）であり、イギリスでは 1867 年出版のリークに
よる体系書であった 33。
（３）アメリカ法の形成と大陸法
1820 年代から 30 年代にかけて、イギリスの判例とともに、アメリカの連邦
憲法、州憲法、法律、判例を素材とする法体系書がアメリカで出版されるに
至った。その中でももっとも著名なものがジェームズ・ケント James Kent
『アメリカ法釈義Commentaries on American Law (1826-30)』と、ジョセ
フ・ストーリー Joseph Story『エクイティ釈義Commentaries on Equity 
Jurisprudence, as administered in England and America  (1836)』である。
それまでアメリカの法曹たちは具体的問題に直面したときには、まずイギリ
スの著作を参照し、次にそこに記してあることがアメリカの状況に合するか
を考えていたが、彼らの著書はこのような手間からアメリカの法曹たちを解
放したのみならず、アメリカ法の形成において共通の基盤となった 34。
29　　Comyn, supra note  6 at, 2.
30　　See, Simpson, supra note  12 at 266.
31　　コールブルックは「イギリス法では契約は十分な約因に基づく、特定のことをし、又はし
　　   ないという合意である」と定義している（Colebrooke, supra note  7 at, 2）。
32　　See, Gordley, supra note  14 at 135.
33　　See,  Simpson, supra note  12 at 267; Ricks, supra note  4 at 725.
34　　田中英夫『アメリカ法の歴史（上）』（東京大学出版会、1986 年）296 頁；田中英夫「アメ
　　   リカ法学」碧海純一ほか編『法学史』（東京大学出版会、1976 年）253 頁参照。
武蔵野法学第 10 号
257（10）
　当時のアメリカ社会では、ポティエの注釈書『債務法概論（Traité des 
obligations）』の英訳が 1802 年にアメリカで出版されたことや、大陸法の影
響を受けたイギリス人法学者の体系書がアメリカで出版されたこと 35 等を背
景に、契約法全体が大陸法の影響を受けていた。上記の著書の中で、ケントは、
「売買契約」に関して叙述する際、イギリスの判例とともにローマ法とポティ
エを引用し、ストーリーも「錯誤」について論じる際、同様にポティエや学
説彙纂（Digesta）等のローマ法、そしてケントに依拠していた。
2.　エヴァンス版におけるポティエの錯誤理論
（１）エヴァンス版のポティエ『債務法概論』
　英米契約法の一般準則と原則を構築する過程において大きな影響を及ぼし
たものが、1761 年にフランスで出版されたポティエの『債務法概論』であっ
た。アメリカでは 1802 年に翻訳版が出版され、イギリスではバリスタのウィ
リアム・デヴィッド・エヴァンスによる翻訳版が 1806 年にロンドンで出版
された。このエヴァンスの 1806 年版はその後、アメリカ・フィラデルフィ
アで 1826 年、1839 年、そして 1853 年に再出版されることとなる 36。
　ポティエは、その後に出版された『売買契約法概論（Traité du Contrat 
de Vente）』において「この（売買）契約は完全に自然権である；というのも、
それが当該権利の起源によるだけでなく、それが単にそこから抽出された準
則によって支配されているからである 37。」と書いていることから明らかな
ように、自然法思想の中で研究していた。近代自然法論の特徴の一つに、「神
から自立した人間の理性を重視し、それによって人間の自然ないし本性に適
合するものとしての自然法原理が発見され、そこから論理的演繹によって具
35　　例えば、Samuel Comyn, The Treatise of the Law Relative to Contracts and Agreements
　　   Not under Seal は 1809 年にアメリカ版が出版されており、Joseph Chitty Jun., A Practical
　　   Treatise on the Law of Contracts は 1839 年にアメリカ版第 4 版が出版されている。
36　　See,  Simpson, supra note  12 at 255; Atiyah, supra note  18 at 399.
37　　R. J. Pothier, Treatise on the Contract of Sale, trs L. S. Cushing (Boston, Charles C. Little and 
　　   James Brown,1839; reprinted in Nabu Public Domain Reprints) 3.
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体的な法準則を導出することや体系化が可能である」という思考方法があり、
自然法学者たちは普遍的な抽象的原則を探求していた 38。『債務法概論』の翻
訳者であるエヴァンスも、「発見可能な普遍的法原則が存在する」という自
然法学的な考えに影響を受けていた、と言われている 39。
　以下では、アメリカ契約法の形成に大きな影響を及ぼしたポティエ『債務法
概論』のエヴァンスによる翻訳版（以下、「エヴァンス版ポティエ」という）に
おいて、契約及び錯誤がどのように論じられていたのかを概説することとする。
（２）契約
　エヴァンス版ポティエは、第一篇「債務の本質とその効果について」第一
章「債務の本質について」第一節「契約について」において、第一項「契約
とは何か、いかなる点で片約 pollicitation（又は約束）と異なり、どのよう
なものが契約において主として特徴づけられるのか」の中で、契約を定義し
ている。
　そこでは、契約は「特定の種類の合意」と定義されているが、「合意
とは、何らかの約束 engagement を形成し、あるいはすでになされた約
束 engagement を取り消し若しくは変更するような二人以上の者の同意
consent である 40。」と説明されている。これはすなわち、契約の拘束力を契
約の要式性に求めるローマ法の形式主義に拠るのではなく、自然法の立場か
ら契約の根拠を当事者の意思に求める近代的意思理論を採用していることを
示すものである 41。
38　　田中成明ほか著『法思想史［第 2 版］』（有斐閣、1997 年）47 頁参照。
39　　See, Simpson, supra note  12 at 255; Perillo, supra note  21 at 288.
40　　R. J. Pothier, A Treatise on the Law of Obligations or Contracts,  trs WD Evans (London, A
　　   Strahan, 1806;reprinted Clark, NJ, The Law Book Exchange LTD, 6th printing 2010), pt I,
　　   ch I, s I, Art I, §I, p 3.
41　　野村豊弘「私法上の錯誤・フランス」比較法研究 41 号 11 頁（1979 年）；関口晃「フラ
          ンス近世私法に関する一試論」法制史学会編『法典編纂史の基本的諸問題』（創文社、1964
          年）109 頁参照。
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　このようにエヴァンス版ポティエの契約観念において当事者らの同意
は中心的要素であったが、この同意とは当事者の現実の主観的契約意思
subjective assent を意味していると解される 42。彼は、合意の解釈について、
「我々は契約条項の文法的意味よりむしろ何が契約当事者の共通の意図で
あったのか、を探求しなければならない 43」と主張している。
（３）錯誤
　エヴァンス版ポティエは、契約の定義と第二項「契約の分類」に続き、第
三項で「契約において生じうる瑕疵」という項目を掲げ、その中で錯誤、自
由の欠如（強迫）、詐欺、契約における不衡平 inequality、カウサの欠如、
約束者の債務の欠如の 6 種類を挙げている。
　錯誤とは、エヴァンス版によると「契約において生じうる最も大きな瑕疵
である、というのも合意は当事者らの同意によってのみ形成され得るもので
あり、当事者らが合意の目的 object に関する錯誤に陥っているときには同
意は存在し得ないからである 44」としている。
　エヴァンス版ポティエは錯誤について、註釈学派と後期註釈学派の伝統に
従い、ローマ法上の錯誤類型に基づいて三類型に分けて論じている 45。
　第一に、合意の目的 object の同一性に関する錯誤である。エヴァンス版
ポティエはこれにつき二つの場合を挙げている。一つには、契約の種類の同
一性に関する錯誤である。例えば契約の一方当事者が売買契約を意図し、他
方当事者が貸与や贈与によって目的物を受領することを意図していた場合で
ある。二つには、売買契約の目的物に関する価格について契約当事者が異な
る金額を意図していた場合である。「これらすべての場合において同意が存
在していないために、売買は存在しない」ことになる 46。
42　　See, Perillo, supra note  21 at 286.
43　　Pothier, supra note  40 at Art VI, p.53
44　　Id . at Art III, §1, p.12.
45　　MacMillan, Mistakes in Contract Law  (Hart Publishing, 2010), p. 98.
46　　See, Pothier, supra note  40 at pt I, ch I, s I, Art III, §1, p.12.
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　第二に、契約目的物の性質に関する錯誤である。エヴァンス版ポティ
エによると錯誤が「当事者らが主として予期しており、それをその本質
substance とするような、目的物の性質に影響を及ぼす場合」に、「錯誤は
当該合意を無効にする」という 47。エヴァンス版ポティエは、どのような場
合に性質が契約目的物の本質となるのかという判断基準を明確な形で提示せ
ず、具体例を挙げている。すなわち、買主は銀の燭台一組を買う意思を有し
ていたが、売買目的物である燭台は銀メッキであった場合、「（買主の）錯誤
は同意を破壊するために当該合意が無効になる 48。」と説明している。それ
に対して錯誤が目的物の偶有的な性質に影響を及ぼす場合、合意を無効には
しない、という。具体的には、買主が卓越した作品であるという推測の下で
本を購入したが、実際には平凡以下であった場合、この錯誤は同意を破壊せ
ず、その結果、契約を無効にはしない、という 49。
　第三に、人の同一性に関する錯誤である。エヴァンス版ポティエは人の同
一性が契約相手方にとって本質的である場合、同一性に関する錯誤は合意を
無効にすると主張している。すなわち、「私が契約をした相手方についての
考慮が、私が締結を意図した契約の構成要素 ingredient である場合、人に
関する錯誤は私の同意を破壊し、その結果、合意を無効にする 50。」ここで
二つの例が挙げられている。一つには、ある者がある物をピーターに贈与又
は貸与することを意図していたが、ピーターと間違えてポールに贈与又は貸
与した場合、「ピーターという人の考慮は私が締結することを意図していた
契約において構成要素であった」ため、同意の欠如を理由に当該贈与又は貸
与は無効になる、という。二つには、ある者が特定の芸術家によって描かれ
た絵画を買うことを意図していたが、別の人の絵について取引を行った場合、
ある者が「考えていた人についての考慮と当該芸術家の評判は私が締結を意
図していた取引において構成要素であった」ため、当該取引は同意の欠如を
47　　Id . 
48　　Id . 
49　　Id. at p.13.
50　　Id . 
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理由として無効となる、という。逆に、私が契約しようとしていた人につい
ての考慮が契約における構成要素を形成しない場合、人の同一性に関する錯
誤により契約は無効にはならない。例えば、ある者が船舶で輸送中の書籍を
本屋から購入したが、売買契約時に当該本屋がピーターであると考えていた
ところ、そうではなかった場合、人に関する錯誤は合意を無効にしない、という。
　上記三類型に関する記述の後、エヴァンス版ポティエは動機の錯誤は合意
を無効にするか、という問題点を提起している。この点につき、エヴァンス
版ポティエは、プーフェンドルフとバルベイラック Barbayrac の見解を対
比して論じている。すなわち、プーフェンドルフによると、契約締結の誤っ
た動機を相手方に伝えていた場合、合意をある種の条件としての動機に依拠
させる意図があったとみなされるべきであるため、動機における錯誤は合意
を無効にし、当該契約の不履行により相手方が被った損失を補償することに
なる、という。例えば、ある者が自己の所有する馬のうちの一頭が死亡した
という虚偽の知らせを受けて別の馬を購入したが、その際に買主が売主に対
してその知らせを伝えていた場合、いずれの当事者も履行していなかったの
であれば、売主がその不履行から被った損害を補償して当該取引を取消すこ
とができる、という。それに対してエヴァンス版ポティエはバルベイラック
によって主張された理由に基づき、プーフェンドルフとは異なり、動機の錯
誤は合意における瑕疵を生み出さないと結論づけている。「この（プーフェ
ンドルフによって示された）理由の矛盾 inconsistency をバルベイラックは
極めて適切に指摘している。というのも、我々がある情報の真実性に基づい
て合意を締結したことが真実である場合、当該情報が虚偽であることが証明
されるや否や、当該合意は無効となり、その結果、売主はその不履行につい
て損害賠償請求権を有することができないからである 51。」エヴァンス版ポ
ティエによると、「契約当事者を誘因する動機における錯誤は合意に影響を
与えず、その有効性を妨げることはない。なぜならば、当事者らが合意を条
51　　Id.  at p.14.
アメリカ契約法上の錯誤法理の生成とポティエの影響
252（15）
件としての動機に依拠させることを意図していたと推定する理由はほとんど
ないからである 52。」
（４）小括
　以上から、エヴァンス版ポティエはローマ法に由来する錯誤類型―取引
の種類に関する錯誤 error in negotio、人に関する錯誤 error in persona、目
的物に関する錯誤 error in corpore sive in objecto、本質に関する錯誤 error 
in substantia53―を例に挙げ、それらと近代的意思理論を結び付けて錯誤を
合意の瑕疵の一つとして位置付け、さらに、錯誤が合意を無効にするか否か
という判断の基準について、本質性と偶有性というアリストテレス学派の二
分法を採用している 54。しかしながら、エヴァンス版ポティエはとりわけそ
の本質性の判断基準について、具体例を挙げるのみでその内容を明確にはし
ていなかった。また、ポティエ『債務法概論』についてすでに多くの先行業
績が指摘しているように 55、エヴァンス版ポティエが掲げた錯誤の類型の多
くは、今日のフランス法の観点から見ると契約不存在の場合と言える。そし
て錯誤の効果に関してエヴァンス版ポティエは一方で「同意は存在しない」
と述べ、他方で「錯誤は合意を無効にする」と論じている。このことから明
らかなように、エヴァンス版ポティエは錯誤無効と契約不存在の区別を意識
していなかったように思われる。
　このように、エヴァンス版ポティエは、ローマ法に由来する錯誤類型と主
観主義的な近代的意思理論、および本質性と偶有性の二分法が融合している
こと、さらに錯誤無効と契約不存在の区別が不明瞭であることに特徴がある。
これらが、アメリカ契約法の錯誤にどのような形で影響を及ぼしたのか、以
下で検討していくこととする。
52　　Id. at p.15.
53　　星野英一「私法上の錯誤・序」比較法研究 41 号 6 頁（1979 年）。
54　　See, Perillo, supra note  21 at 289.
55　　例えば山下純司「情報収集と錯誤の利用（１）―契約締結過程における法律行為法の存在
　　   意義」法協 119 巻 5 号 1 頁、29 頁（2002 年）参照。
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三、アメリカ契約法における錯誤理論の継受
1.　学説
（１）ケント『アメリカ法釈義』
① ジェームズ・ケント
　ジェームズ・ケント（1763-1847 年）は、ニューヨーク州において裁判官
として 25 年間（1798-1823 年）奉職したが、裁判官に着任する前（1793 －
98 年）と裁判官を定年退官した後（1823 － 26 年）に、コロンビア・カレッ
ジ Columbia College において講義を行った。二度目にコロンビア・カレッ
ジを退職した後、その講義に基づいて、上記の『アメリカ法釈義』が記された。
この著書は、アメリカ法を系統的に記した最初の書物であり、アメリカにお
ける社会、経済的発展の中で、アメリカ法を確立するのに寄与したのみなら
ず、教科書として広く利用され、大きな影響力を有したとされている 56。
　ケントは、反英的風潮が漂うアメリカ社会において、裁判官として従事し
たのであるが、その間にローマ法やフランス法を学び、それらを法源として
利用したという 57。このような経験に基づき、上記著書においても、イギリス・
アメリカの判例や法令を素材としながらも、大陸法を多く引用したと考えら
れる。
② 『アメリカ法釈義』における錯誤法理
　『アメリカ法釈義』は、その名が示す通りアメリカのコモン・ローとエク
イティ全般にわたる概説書である。ケントは第 II 巻第 5 編「人的財産に関
する法」における第 39 講「売買について」の中で、売買契約について論じ
ている。まず、「２．約因について」において、ケントは約因を以下のよう
に説明している。（十分な）約因は、「交換において与えられたもの、相互的
なもの、あるいは契約の誘因がなければならない；そして、それは適法であり、
56　　水田・前掲注 (2) 10 － 11、39、41 － 45 頁；White, supra note 15 at 117; 田中 (1976)・
　　   前掲注 (34) 251 － 252 頁参照。.
57　　Warren, supra note  1 at 227.
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かつ引受訴訟を根拠づける価値において有効でなければならない 58。」そし
て、約因は価値あるものでなければならないが、「価値ある約因は約束当事
者にとって利益であるか、約束された当事者にとって困難や不利益であるも
のである 59。」と論じている。次に、「3．売買目的物について」と題された
項目の冒頭で、ケントは、売買契約の定義およびその成立要件につき、ポティ
エの著書『売買契約法概論』を引用して以下のように述べている。「売買は、
価値ある約因に対する、一方当事者から他方当事者への財産の移転である。
そして、その有効性に必要不可欠な３つのものは、すなわち、契約の目的で
ある売却された物、対価、そして契約当事者らの意思の合致（consent）で
ある 60。」
　続いてケントは、契約目的物に関連して、第一に契約目的物が全部又は一
部滅失していることを知らずに売買契約を締結した場合、第二に契約目的物
の有する性質が契約締結時に考えられていたものとは異なっていた場合、第
三に契約目的物に対する売主の権原の全部又は一部が滅失していることを知
らずに売買契約を締結した場合を論じている。
　上記第一の場合について、「売却された物は契約を有効とするために現実
又は潜在的な存在を有しなければならない」としたうえで、以下のような事
例を挙げて論じている。「A が B に対して彼の馬を売却し、その馬がその当
時死亡していたことが判明したが、その事実は当事者に知られていなかった
場合、当該契約は必然的に無効である。従って、ニューヨークにいる A が
アルバニーにある家屋と敷地を B に売却したが、その家屋はその当時火事
によって破壊されており、当事者らは等しくその事実を知らなかった場合、
家屋が立つ土地ではなくその家屋が購入の本質的誘因であったならば、契約
の根拠が消滅している。大陸法はこの点について同一の結論になる。」ここ
でケントは、学説彙纂を引用している 61。
58　　Kent, Commentaries on American Law, vol. II (Halsted, 1827) 364.
59　　Id. at 365.
60　　Id. at 367.
61　　Id. 
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　次に、上記第二の場合について、ケントはいくつかのイギリスの判例を引
用して論じている。はじめに「当事者らがパブの [ 営業 ] 権益の売買に関す
る合意をし、当該権益は 8 年半になると述べられていたが、調査によって売
主は当該パブについて 6 年の権益のみを有していることが判明した」という
不実表示に関する事例を挙げ、買主は契約を終了させ、当該売買契約の一部
履行として支払った金銭の返還請求権が認められることを示している。次
に、「健全であると保証された B の馬を、A が購入したが、それは健全でな
いことが判明した」という明示的保証に関する事例を挙げ、目的物の性質に
関して売主による保証がある場合には、買主の選択により売買契約の取消し
又は代金減額が認められるが、（保証のない）本質的性質が存在していない
場合についてはコモン・ローが明白かつ正確に定められておらず、常に議論
されていると論じている。それに対して売買目的物である動産の性質が粗悪
であったことを理由に約因の部分的滅失をコモン・ロー上の抗弁とすること
は、約束手形や為替手形に基づく訴訟で認められなかったとしている 62。
　上記第三の場合について、ケントは「A が B に馬車を利用するために一
組の馬を売却し、それらのうちの一頭に対する権原が消滅していた場合のよ
うに、購入の目的を挫折させるような、売却された人的財産の一部に対する
権原が完全に消滅した場合、類似した事件から、コモン・ロー裁判所におい
てすら購入全体が無効と判示されることはあきらかである。」としている 63。
③ 小括
　ケントはポティエを引用して、契約の定義において「契約当事者らの意思
の合致」を挙げていることから明らかなように、近代的意思理論の影響を見
て取ることができる。他方で、ケントはブラックストンの『イギリス法釈義』
におけるのと同様に、契約を人的財産に関する法の中で論じているが、ここ
に特定物を移転する一つの方式として契約を見る 18 世紀的契約観の名残と
62　　Id. at 367-374.
63　　Id. at 369.
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近代的意思理論の共存を見ることができる 64。また、約因に関する説明から、
現代の法律家は 19 世紀に提唱された約因の利益・不利益説の端緒をここに
見出すが、この説は当時考慮されていなかったことから、ケントはむしろ
18 世紀的な「約束を与える誘因となる理由や動機」65 を意味していると捉え
る方が自然であろう 66。
　ケントが売買目的物に関して挙げた上記第一と第三の場合は、現代のアメ
リカ法の下ではそれぞれ原始的履行不能 existing impracticability の事例と、
契約目的の原始的不達成 existing frustration の事例である。そして、上記
第二の場合である 67、契約目的物の有する性質が買主が考えていたものとは
異なっていた場合について、「意思の合致」や合意の瑕疵ではなく、契約目
的物の問題として構成し、その中で不実表示や明示的保証違反といった現行
のアメリカ法でいうところの同意の瑕疵や契約違反の一種を論じており、こ
の点に多少の混乱があるのと同時に、伝統的なイギリス法の取扱いを近代的
意思理論に接合しようとする初期の試みが見られる。さらに、ケントは契約
目的物の性質のうち本質的性質が存在せず、これにつき保証もない場合につ
いて言及しているが、これは現代のアメリカ法でいうところの契約目的物の
性質に関する相互的錯誤に関するものと考えられる。ここでケントが目的物
の「本質的性質」の不存在について言及している点において、本質性・偶有
性という二分法の影響が見られるものの、それと意思の合致との関係性につ
いては何ら言及されていない点に留意されたい。さらに、上記第一から第三
までの場合の効果について、ケントは、無効と共に契約の終了 at an end と
表現する場面もあり、不明瞭である。
64　　See, Horwitz, supra note  17 at 162 footnote11 at 321（ホーウィッツ・前掲注 (17)199 頁
　　   脚注 (18) 参照）；田中 (1968)・前掲注 (34) 294 頁参照。
65　　Atiyah, supra note  18 at 139.
66　　See, Ricks, supra note  4 at 727.
67　　Restatement, 2nd, Contracts, §266.
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（２）ストーリー『エクイティ釈義』
① ジョセフ・ストーリー
　ジョセフ・ストーリー（1779-1845 年）は、アメリカ合衆国最高裁判所裁
判官として 1811-1845 年に奉職したのであるが、1820 年代以降、裁判官たち
の主導によってアメリカ法が独自の発展を遂げていく中で、中心的な役割を
果たした人物とされている。彼は同時に、1827 年に創設されたハーバード・
ロースクールにおいても 1829-1845 年に教鞭をとり、その間に 9 つの体系書
を著わした 68。
　ストーリーの影響力は相当なものであり、一般的な契約法事例は決まって
ストーリーが引用されたという。ストーリーの『エクイティ釈義』は、1836
年から 1920 年にかけてアメリカでは 14 版が、イギリスでは 3 版が出版され
た。そして合衆国最高裁判所の裁判官としての彼の地位が、彼の著書の地位
を高めたと指摘されている。また、アメリカ合衆国最高裁判所で最初の相互
的錯誤に関する事件といわれる Allen v. Hammond69 事件（後述、以下「Allen
事件」という）が判決された 1837 年（ストーリーの著書が出版された翌年）
にストーリーが同裁判所裁判官であったことを考えると―ただし、本件の裁
判所意見はムリーン M’Lean 裁判官が下した―、その影響力は非常に大きい
ことが想像される、との指摘もされている 70。
② 『エクイティ釈義』における錯誤法理 71
1) 錯誤の定義
　『エクイティ釈義』は、エクイティ全般に関する体系書である。本書にお
いてストーリーは、第一章から第四章においてエクイティ管轄権の性質と特
68　　望月・前掲注 (2) 54 － 55 頁参照；see, White, supra note  15 at 117;
　　   https://www.britannica.com/biography/Joseph-Story (2018/11/12)
69　　36 U.S. (11 Pet.) 63 (1837).
70　　See, Ricks, supra note  4 at 726-727
71　　Joseph Story, Commentaries on Equity Jurisprudence, as administered in England and
　　   America, vol I, (Hillard, Gray & Company, 1836), pp. 121ff.
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徴、起源やエクイティの競合管轄について概説した後、第五章を「錯誤」と
題して論じている。
　本書のこのような構成は、エクイティの特徴によるものである。周知のと
おり、エクイティは、一般法としてのコモン・ローの存在を前提とし、コモ
ン・ローでは適切に解決できない事項につき具体的な正義を実現するために、
局部的に補足するように発展してきた法領域である 72。そのため、ストーリー
は、コモン・ローで論じられるべき契約の定義や要件等には触れず、直ちに
契約の効力を否定する原因の一つである錯誤について論じている。
　第五章「錯誤」の中で、彼は錯誤について、「不知、不意打ち、つけ込ま
れること又は誤った信頼から生じた故意によらない行為、省略、又は誤りで
ある」と定義している（§110）。次に彼は、錯誤を「法の錯誤」と「事実の
錯誤」に分けて論じることから始めている。
2) 法の錯誤
　法の錯誤は、原則として法の不知は許さず（§111）とされる。しかし、
例外として合意書が締結された、又は不動産譲渡証書が履行された財産に関
連して、当該財産の権原に関する誤認又は不知の下で当事者が行為する場合
には、救済が付与される余地があるとしている（§120）。具体的には、例え
ば、当事者が法の不知の下で行為をし、和解契約の名の下で自己の財産権の
一部を他人に引き渡すように誘引された場合、錯誤に基づいて救済が付与さ
れるという（§121）。
3) 事実の錯誤
(i) 相互的錯誤
　ストーリーは、事実の錯誤のうち、両当事者が同一の錯誤に陥っている場
72　　望月・前掲注 (2) 28 頁参照。コモン・ローとエクイティの発展とその関係性につき、拙稿「英
　　   米契約法における錯誤法前史―19 世紀司法改革以前のコモン・ローにおける錯誤法理の不
　　   存在について―」滝沢昌彦ほか編著『民事責任の法理』（成文堂、2015 年）所収 153 頁以下参照。
武蔵野法学第 10 号
245（22）
合及び両当事者が異なる錯誤に陥っている場合（mutual mistake 相互的錯
誤）に関して、契約の取消し及び文書訂正命令による救済方法を認めている。
a. 契約取消し
　ストーリーは、契約取消しが認められるための要件として、二つを挙げている。
　第一に「当該事実 [ 錯誤の対象たる事実 ] は行為又は契約にとって重
大 material なものでなければならない」として、重大性要件を課してい
る。その重大性とは、すなわち、「その特徴 character にとって本質的な
もの essential であり、その作り上げられたものについて効果的な原因 an 
efficient cause of its concoction でなければならない」ことである（§141）。
具体的に、彼は以下のような例を挙げて、説明している 73。「A が B の不動産
権を購入し、当該不動産権に対して後者 [B] が疑いのない権原を持っている
と考えられていた。事実の適切な調査に基づき、その当時、当事者らには知
られていなかったが、（B よりも近い法定相続人がいて、その者は死亡した
と考えられていたが実際には生きていた場合のように）B は権原を有してい
なかった [ ことが明らかとなった ]；そのような事件において、エクイティは、
購入者を救済し、契約を取り消すだろう。しかし、A が B に対して不動産
権を売却することになっており、その場所は各々によく知られており、彼ら
は当然それが 20 エーカーあるものと信じていたが、実際には 19 エーカーし
かなく、その差は、各当事者の考えでは、購入を変更しないであろう場合を
想定せよ；このような事件において、錯誤は契約を取り消す根拠とはならな
いであろう。」この重大性要件を論じるにあたり、ストーリーは、イギリス
の判例とともに、エヴァンス版ポティエや学説彙纂、グロティウス、ケント
等を脚注において引用している 74。
　第二に、当事者は調査時に合理的注意をもってしても当該事実を知りえな
かったこと、という合理的注意に関する要件を課している（§146）。その理
73　　Story, supra note  71 at 156-157.
74　　Id.  at 157-158.
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由につき、彼は以下のように説明している。「そのような合理的注意によっ
て彼が事実を知ることができたのであれば、エクイティは彼を救済しないだ
ろう；なぜならば、それは重過失 culpable negligence を助長することにな
るからである 75。」この点についても、ストーリーは、学説彙纂等を引用し
つつ、大陸法と同様である旨を脚注で言及している。
　ストーリーは、上記二つの要件を満たした場合に契約が取り消される、と
説明しているが、錯誤により契約が取り消され得る理論構成は何ら説明され
ていないため、不明である。他方で、1839 年にイギリスで出版された第二
版では、Allen 事件（後述）を引用し、一方当事者が外国政府によって不法
に拿捕されたことを理由として当該外国政府に対して有する（損害賠償）請
求権を、他方当事者が訴求するという役務について、成功報酬として多額の
金銭を支払う契約が両当事者間で締結されたが、契約締結時に既に当該外国
政府が当該賠償金の支払いを認めていたとき、「契約のまさに基礎は当該請
求権を訴求するという将来の役務であった；そして、そのような役務が提供
されない限り、それを支持する約因はなかった 76」と論じ、錯誤を約因の滅
失として構成しているようにも理解できる説明をしている。
b. 文書訂正命令
　文書訂正（ないし補正）命令とは、契約書や遺言等の文書の文言が当事者
の意思を反映していない場合に、当該文書を当事者の意思を反映するように
修正することを命じる、エクイティ上の救済手段である 77。コモン・ロー上、
正式文書以外の証拠（いわゆる口頭証拠）に関しては、口頭証拠排除準則と
詐欺防止法の二つによって規制されている。このうち、口頭証拠排除準則と
は、契約書、捺印証書、遺言書等の内容が当該書面作成以前の当事者の合意
75　　Id.  at 159.
76　　Joseph Story, Commentaries on Equity Jurisprudence, as administered in England and
　　  America, vol I, Second Edition, Revised, Corrected, and Enlarged  (Maxwell, 1839) ,§143b at 
　　  128-129.
77　　Anson’s Law of Contract  29th ed., (Oxford University Press, 2010) 262.
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内容ないし意思内容と異なることを、当該書面以外の口頭証拠（文書証拠も
含む）を用いて立証することを許さないという実体法上の準則である 78。こ
の口頭証拠排除準則のために、契約につき書面を作成した場合、口頭証拠に
よりその内容を追加し、これを変更し、又は否認することは許されないこと
から、契約書の誤記を発見したときには文書訂正命令により修正することが
必要になる 79。
　ストーリーによると、「事実の錯誤のためにエクイティにおいて救済が求
められるもっとも一般的な事件類型の一つは、既履行又は未履行いずれにせ
よ書面合意のそれである」（§152）という。そして、契約の両当事者らの真
の合意とは異なる内容を正式文書として書面化したという、英米契約法でい
うところの表示の錯誤 mistake as to expression に関して、ストーリーは、「錯
誤が完全に十分な証拠によって明白に立証された場合、エクイティは契約書
を当事者らの正確な意思に合致させるために、当該契約書を訂正するだろう」
（§152）と説明している。
　コモン・ロー上の上記の口頭証拠排除準則の適用を除外して、表示の錯誤
に基づきエクイティ上の文書訂正命令による救済が与えられる理由につい
て、ストーリーは以下のように説明している。「[ 詐欺事件にのみ文書訂正命
令を許容することにより ] 積極的詐欺 positive fraud のみを抑圧し、当事者
の意思に反して耐え難い弊害をもたらすように善意でなされた相互的な錯誤
をそのままにしておくのならば、エクイティ裁判所は、ほとんど価値がない
だろう。エクイティ裁判所は、それ [ エクイティ ] を促進するように作られ
た準則という避難所の下で、錯誤の利益を得た当事者が正義の請求に抵抗で
きるようにすることによって、善意に始まり最終的に詐欺として作用する行
為を許容することになるだろう」（§155）。
78　　田中和夫『英米契約法 [ 新版 ]』（有斐閣、1965 年）171-173 頁参照；see, Cheshire, Fifoot
　　   & Furmston’s Law of Contract  15th ed.,  (Oxford University Press, 2007) 301.
79　　田中・前掲注 (78) 97 頁参照。
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(ii) 一方的錯誤
　一方当事者のみが事実の錯誤に陥っている場合（一方的錯誤）について、
ストーリーは、例えばそれが錯誤者に対する不意打ちや詐欺として作用する
ときには、重大な事実の錯誤のみならず、当該事実の秘匿により錯誤者を非
良心的に利用していることを根拠として救済が認められるが、両当事者が衡
平に行為をし、かつ信任その他に基づいて一方当事者が他方当事者に当該事
実を伝える義務を負わないとき、たとえ一方的錯誤があったとしても、裁判
所は介入しない、という。具体的には、B の所有する土地に鉱物があること
を知り、かつ当該事実を B が知らないことを認識したうえで、A は当該事
実を B に開示せずに、当該鉱物が考慮されていない価格で B から当該土地
を購入した場合、A は買主として契約の性質から開示するよう義務付けら
れていないために、B は救済されない、という（§147）。
③ 小括
　ストーリーは、錯誤を法の錯誤と事実の錯誤に分類し、事実の錯誤を相互
的錯誤と一方的錯誤に分けて論じているが、この点に現代のアメリカ錯誤法
の予兆があるといってよいであろう。
　エクイティに関するストーリーの見解の特徴としては、以下の二点が指摘
できよう。第一に、伝統的なエクイティにおける錯誤の救済方法は契約取消
し、特定履行の拒絶、そして文書訂正命令であるところ 80、ストーリーは契
約取消しと文書訂正命令をその救済方法として挙げ、特定履行に関しては、
文書訂正命令によって訂正された文書について特定履行を命ずることができ
るか否かという論点との関係で論じているに過ぎない（§161）。第二に、契
約取消しという救済方法に関して、第二に、契約取消しという救済方法に関
して、伝統的にエクイティでは、一方当事者の詐欺に近い言動により他方当
80　　See, MacMillan, supra note  45 at 54.
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事者の錯誤が引き起こされた場合や 81、一方当事者が他方当事者の知識不足
に乗じて取引をした場合 82、買主が錯誤により自己の不動産権を購入し、売
主もこのことを知らなかった場合 83、売主が売却した不動産権について何ら
権原を有しておらず、買主もこのことを知らなかった場合 84 等、相互的錯誤
か一方的錯誤かを問わずに、当事者の約束の履行を強制することが非良心的
ないし明らかに不正義である場合に、認められてきた 85。ストーリーは、こ
れらの先例をもとにして、大陸法を引用しつつ、錯誤が両当事者の契約にお
いて重大な要素に関係しており、当事者らの意思を妨げる場合に相互的錯誤
が救済の根拠となり得るのに対して、錯誤の結果がいずれかの当事者の良心
に背くものである場合に一方的錯誤が救済の根拠となる、と論じている 86。
このように、相互的錯誤につき、当事者の意思に言及している点で近代的意
思理論の影響が推測されるのに対して、一方的錯誤については非良心性を根
拠としている点で、衡平や正義の実現というエクイティの伝統を表している
といえよう。
　他方で、大陸法の借用という点に関しては、以下四点が言えよう。第一に、
ケントがイギリスの判例を羅列していたのと比して、ストーリーはより抽象
的な準則を示し、判例は主として脚注で論じていることから、普遍的な抽象
81　　Gee v. Spencer (1681) 1 Vern 32; 23 ER 286; 1 Eq Ca Abr 170 （ケント州オーピントンにあ
　　  る教区牧師の館の不動産賃借権を共同法定相続人かつ特別占有者として相続した 3 人の娘の
　　  うち 1 名の夫が、他の姉妹によって不動産賃借にかかる多額の未払金を支払う義務があると
　　  誤信させられたことにより、当該館の持分権を放棄したが、誤解 misapprehension を根拠に
　　  当該放棄の取消しが認められた事案。）.
82　　Cocking v. Pratt (1749-1750) 1 Ves Sen 400; 27 ER 1105 （母と娘が無遺言相続した人的財
　　  産の遺産分割に際して、娘の知識不足に乗じて母がより多く取得する旨の合意を締結したこ
　　  とにつき、当該合意が取り消された事案。）.
83　　Bingham v. Bingham (1748) 1 Ves Sen 126; 27 ER 934（被告から原告に対して不動産権を
　　  売却する合意が締結されたが、当該不動産権は元来原告のものであったとして、売買代金の
　　  返還が請求され、認められた事案。原告・被告ともに錯誤により当該不動産権は被告のもの
　　  と考えていたことが認定された。）.
84　　Hitchcock v. Giddings (1817) 4 Price 135; 146 ER 418 （事案につき後述）.
85　　See, MacMillan, supra note  45 at 61-62.
86　　See,  Story, supra note  71 at §151; MacMillan, supra note  45 at 62.
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的原則を探求した自然法学者の影響が見られる。第二に、ストーリーは錯誤
の効果につき、伝統的なエクイティの救済方法に倣い、－無効ではなく－取
消としているが、事実に関する相互的錯誤として挙げた事例は、契約不存在
と錯誤の区別があいまいなエヴァンス版ポティエと同一の傾向が見られる。
ストーリーは、契約の本質に至る重大な相互的錯誤について、「一方当事者
が他方当事者に家屋敷を売却したが、売却当時、当該家屋敷は洪水で押し流
されており、又は地震で破壊されており、その事実をいずれの当事者も知ら
なかった場合、エクイティ裁判所は、両当事者が存在する物の売買を意図し、
契約の基礎としてその存在を黙示していたことを根拠に、買主を救済するだ
ろう」（§142、下線部―筆者）と論じている。これは、ケントが契約目的物
に関して挙げた第一の場合と類似する事例であり、現代アメリカ法の下では
原始的履行不能とされるものであるが、ストーリーは上記の説明から、契約
目的物やそれに対する売主の権原の「存在」に関する錯誤として論じている
ものと考えられるため、現代法の視点から見ると、契約不存在と錯誤が重複
しているように思われるのであろう。第三に、相互的錯誤につき救済を付与
するための要件として「重大性」を挙げ、その判断基準を「契約にとって本
質的な事実に関する錯誤」か否かとしている。この点において本質性・偶有
性の二分法を借用していることは明らかである。第四に、ストーリーは、本
書初版において契約の成立とそこにおける錯誤の位置付けに関しては何ら言
及していないため、近代的意思理論の影響がどの程度あったのか、不明であ
る。他方で、第二版以降では Allen 事件に言及し、約因滅失法理に基づいて
契約目的の存在に関する錯誤を論じているようにも思われる。
2.　判例―Allen 事件 87
（１）序
　相互的錯誤に関して合衆国最高裁判所が最初に判決した事件が、Allen 事
件である。本件はエクイティ事件として審理されたものであり、前述のストー
87　　Allen v, Hammond, 36 U.S. (11 Pet.) 63 (1837).
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リー『エクイティ釈義』第二版以降でも論じられている。以下では、本件の
内容を検討することで、大陸法の意思理論に由来する錯誤法理がどのような
形で判例法たるアメリカ契約法の下で継受されたのか、を明らかにすること
とする。
（２）Allen 事件
［事実の概要］
　船舶所有者である被上告人ジョン・ハモンド John Hammond の船舶が、
ニューオーリンズからマデイラ等への航海途中に、ポルトガルの小艦隊に
よって違法に拿捕され、有罪判決が下された。合衆国政府が抗議したことに
より、この拿捕についてポルトガル政府は 1832 年 1 月 19 日に賠償金を支払
う旨合意し、その後、その 1/4 の金額が支払われた。しかしながら、ハモン
ドは上記合意を知らずに同年 1 月 27 日、ポルトガル政府に対する損害賠償
請求権を行使するために上訴人クロフォード・アレン Crawford Allen を雇
用し、高額の報酬を支払うことを約した。なお、アレンもポルトガル政府が
すでに賠償金を支払う旨の合意をしていたことを、知らなかった。この事実
が明らかになったことから、ハモンドはアレンとの合意書面の破棄を求めて、
事実審であるロードアイランド裁判区合衆国巡回裁判所に対してエクイティ
上の訴訟を提起した。同巡回裁判所でアレンが敗訴したため、上告 88。
［判旨］
上告棄却。「当該契約が両当事者により錯誤の下で締結されたことは、疑い
の余地がない。いずれの当事者も、ポルトガル政府が当該請求権を許容した
ことを知らなかった。エクイティ裁判所は、そのような契約を強制し得るの
か？エクイティ裁判所はそれを破棄することを拒絶し得るのか？当該合意が
約因を伴わないことは明らかである。契約締結時に、両当事者は、おそらく
長く困難な役務があると、予期した。しかし、遂行の目的はすでに達成され
88　　本件は事実審裁判所から第二審を経ずに最終審裁判所である合衆国最高裁判所へ上告した。
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ていた 89。」
　「ハモンドが当該契約時に許容されていた請求権に関して、不測の事態に
基づき 10,000 ドル近くを彼の代理人 [ アレン ] に与えることを意図していた
とは、わずかでさえ誰も信じることができない 90。」
　「土地上の生涯不動産権が売却されたが、当該売買時に、当該不動産権は
権利者の死亡によって消滅していた場合を想定せよ；エクイティ裁判所は買
主を救済しないのだろうか？ 91」「馬が売却されたが、それは死亡していたに
もかかわらず、両当事者によって生きていると信じられていた場合、買主は
約因を支払うように強いられ得るのだろうか？これらは、契約目的物に関す
る重大な錯誤の下で当事者らが契約を締結した事件である 92。」「これらの事
件のいずれにおいても、売買代金の支払いが請求される場合、それは少しの
約因もない支払であろう；そしてエクイティ裁判所はそのような原則を是認
したとは信じられない 93。」
　「この問題に関する法は、Hitchcock v. Giddings, Daniel’s Reports, 1 の
中で明白に記されている；そこでは、売主は売却すると主張しているものを
実際に有していることを知る義務がある、と言われている。そして、たとえ
契約目的物につき、それを直ちに破壊するような不測の事態に対して責任が
あると両当事者に認識されているとしても；当該不測の事態がすでに生じて
いる場合、当該契約は無効であろう 94。」
（３）小括
　本件は、契約時に契約目的である損害賠償請求権が存在していなかった事
案であり、イギリスの Hitchcock v. Giddings 事件（1817 年、以下、「Hitchcock
89　　36 U.S. 63, at 70.
90　　Id.
91　　Id.  at 71.
92　　Id.
93　　Id.
94　　Id. at 72.
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事件」という）95 に依拠して、ハモンドとアレンの間に締結された契約の無
効を言い渡している。
　Hitchcock 事件は売買契約成立時に契約目的物に対する売主の権原が存在
しないために錯誤に基づき裁判所が当該契約の破棄を命じることができると
判示されたものであり 96、財務府裁判所によって判決された。財務府裁判所
はコモン・ロー裁判所として分類されるが、エクイティ管轄権をも行使する
ことが可能であった97。Hitchcock事件においても、財務府裁判所はエクイティ
裁判所として判示しており、後代の注釈者たちはこの Hitchcock 事件をコモ
ン・ローの先例としても、またエクイティの先例としても、引用してきた 98。
　Allen 事件は、この Hitchcock 事件を引用して契約の無効を言い渡す過程
において、「当該契約が両当事者により錯誤の下で締結されたことは、疑い
の余地がない」として、その根拠を相互的錯誤に求めている。しかし、そ
の他に「当該合意が約因を伴わないことは明らかである」として約因法理
に言及し、また「（契約）遂行の目的はすでに達成されていた」として契約
目的の不達成法理を想起させる表現をし、さらにローマ法に由来する死亡
した馬の事例を挙げることで現代法の目から見ると原始的履行不能 Existing 
Impracticability を論じているようにも思われる 99。
95　　4 Price 135, Daniell 1, 146 Eng. Rep. 41 (Ex. 1817).（被相続人の直系卑属のみが承継可能
　　  な不動産権（限嗣不動産権 estate tail）を将来承継する期待権を有する者（期待相続人
　　  expectant）の権益 interest の売買において、当該権益が本来の権利者へ財産回復 recovery
　　  されていたにもかかわらず、不動産権譲渡の履行まで、両当事者とも当該事実を知らなかっ
　　  た事案。）
96　　4 Price 135 at 141.
97　　財務府裁判所のエクイティ管轄権は、一説によると 16 世紀中頃から認められるようになり、
　　   当該裁判所の「エクイティ側 equity side」で行使されたが、1841 年に廃止された。財務府
        裁判所のエクイティ管轄権の概略につき、W.H. Bryson, The Equity Side of the Exchequer
　　   (Cambridge University Press, 1975), 3, 7-8, 9-33; Mike MacNair, ‘The Court of Exchequer
           and Equity’, 22 J. Legal Hist. 75 (2001).
98　　William W. Story, The Treatise on the Law of Contracts Not Under Seal  (Charles C. Little
　　   and James Brown, 1847) 345; Joseph Story, Commentaries on the Equity Jurisprudence,
　　　vol.I 3rd ed.  (Charles C. Little & James Brown, 1842) 161. Hitchcock 事件の解説につき、
　　    see,Ricks, supra note  4 at 706-707.
99　　See,  Ricks, supra note  4 at 734-737; Restatement, 2nd, Contracts §266..
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　このように Allen 事件は一見すると極めて混乱した法理に基づき結論が下
されたように思われるが、なぜこのような理由付けがなされているのであろ
うか。そこで以下では、18 世紀の契約法理の下で用いられた約因法理につ
いて検討していくこととする。
四、考察―約因滅失の法理と錯誤理論の接合
　18 世紀の契約における約因とは、前述の通り、約束を与える誘因となる
理由や動機を意味しており、「約因の滅失」 は、これらの約束の理由や動機
の不存在のことであった。そのため、約因の滅失は、錯誤のために約束する
理由が消滅した場合や履行が最初から不可能である場合、あるいは約束する
理由が契約成立時に不達成である場合に用いられた。したがって、18 世紀
の約因概念の下で「約因の滅失」事件として扱われたものの中には、現代ア
メリカ法でいうところの相互的錯誤事件や履行不能事件、そして契約目的の
不達成事件と重複するものが含まれていたのである 100。そして、18 世紀末か
ら 19 世紀初頭にかけて、契約法における旧来の交換の権原理論と大陸法に
由来する意思理論が共存した際、現代法でいうところの相互的錯誤事件につ
き、旧来の約因の滅失法理と意思理論を前提とした錯誤法準則を重複して用
いられたと考えられる。上記の Allen 事件は、このような旧来の約因の滅失
法理と錯誤法理との関係を示したものと言えよう。
　このような理論構成は、ケントの『アメリカ法釈義』においても見られる
ものである。すなわち、ケントは売買契約についてまず旧来の約因概念を論
じたうえで、売買目的物に関する項目の中で、現代法でいうところの履行不
能事例や相互的錯誤事例、そして契約目的不達成の事例を論じており、これ
らはいずれも旧来の約因滅失法理の事例として考えられたものである。同様
に、ストーリーも、上述のように『エクイティ釈義』第二版で Allen 事件を
引用し、このような論理構成を採用した。
100　　See, Ricks, supra note  4 at 701-704.
武蔵野法学第 10 号
235（32）
　なお、約因概念はその後変化し、約因は受約者が約束と引き換えに何かを
与えなければならず、それは受約者にとって不利益であるか、または約束者
にとって利益となるものでなければならないとされた（利益・不利益説）。
さらに、19 世紀末以降、少なくともアメリカでは、この約因につき利益・
不利益を要求する立場から、約因が「取引された」ことを要求する立場（交
換的取引説）へと変化することとなる 101。
五、おわりに
　広範囲にわたる市場が存在せず、商品も一般的に代替可能なものと考えら
れていなかった 18 世紀から、国家的規模の商品市場が出現し、商品も代替
性のあるものと考えられるようになった 19 世紀へと社会が変化するのに伴
い、契約も特定物に対する権原を移転するものから、将来の履行のために意
図的に結ばれた関係へと転換することとなった。このような契約の機能の変
遷に伴い、契約法は約因を中心として構成されるものから、合意を中心とし
て構成されるものへと移行し、旧来の約因滅失法理の下で解決が図られた事
例の一部が合意を中心とした契約法において錯誤という概念の下で解決を図
られることとなった。
　社会の変化に伴う新たな契約法への模索の中で、一つの道標とされたのが、
大陸法、とりわけエヴァンス版ポティエであった。ケントとストーリーは、
エヴァンス版ポティエに範を取り、旧来の約因法理に意思理論を前提とした
合意の瑕疵としての錯誤法理を接合した。そこでは、エヴァンス版ポティエ
と同様に、ローマ法に由来する錯誤類型を用いて錯誤法理を論じ、理論的説
明は不十分ながらも部分的に本質性と偶有性の二分法を導入していることが
見て取れる。ただし、やはりエヴァンス版ポティエと同様に、本質性の判断
基準についての言及はされていない。さらに、イギリスおよびアメリカでは、
101　　19 世紀末の約因理論の詳細については、鈴木龍也「十九世紀末における約因理論の構成
　　　 とその特質」愛媛法学会雑誌 14 巻 3 号 135 頁以下参照；see also, Atiyah, supra note  18
 　　　 at 73-75.
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18 世紀末から 19 世紀前半にかけて、契約の拘束力について、その根拠を契
約当事者らの意思の合致に見出す意思理論のうち、公平と正義に根拠を置い
て当事者の「主観的」または真の意図を探求する主観主義が支配していたと
いわれているが、この点もエヴァンス版ポティエとの見解と同一である 102。
　以上から、アメリカ契約法における錯誤は、契約法のパラダイムシフトの
なかで、大陸法の影響の下に導入された法理であったと言えよう。
102　　See, Horwitz, The Transformation of American Law  1870-1960 (Oxford University Press,
　　　 1992) 35（モートン・J・ホーウィッツ著・樋口範雄訳『現代アメリカ法の歴史』（弘文堂、
　　　1996 年）39 頁参照）；Friedman, ‘The Objective Principle and Mistake and Involuntariness 
　　　  in Contract and Restitution’, 119 L.Q.R. 68, 70
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